人事行政の運営等の状況について
平成２２年４月
１　職員の任命及び職員数に関する状況

（１）部門別職員数の状況（各年４月１日現在）
	区分
部門
	職　　員　　数
	備考（所属等）

	
	Ｈ２１
	Ｈ２２
	増減
	

	一般行政部門
	議会
	3
	3
	0
	議会事務局

	
	総務
	57
	60
	3
	秘書課、総務企画課、財政課、住民課、広報情報課

環境安全課(自治安全担当)、会計課、監査委員事務局

	
	税務
	23
	23
	0
	税務課

	
	労働
	0
	0
	0
	

	
	農林水産
	4
	4
	0
	産業振興課（農業振興担当）

	
	商工
	3
	3
	0
	産業振興課（商工振興担当）

	
	土木
	23
	22
	△1
	建設課、都市計画課

	
	小計
	113
	115
	2
	

	
	民生
	94
	93
	△1
	しあわせ支援課、介護長寿課（高齢者福祉担当）、

包括支援センター、保険年金課(年金担当)、

子育てあんしん課、保育園等

	
	衛生
	21
	22
	1
	環境安全課（生活環境担当）、保健センター

	
	小計
	115
	115
	0
	

	計
	228
	230
	2
	

	特別行政
	教育
	48
	46
	△2
	教育文化部、情報文化振興財団、公共施設管理事業団

	
	警察
	
	
	
	

	
	消防
	
	
	
	


	
	小計
	48
	46
	△2
	

	公営企業等
	病院
	
	
	
	

	
	水道
	8
	8
	0
	企業管理課、上下水道課

	
	交通
	
	
	
	

	
	下水道
	11
	11
	0
	企業管理課、上下水道課

	
	その他
	16
	16
	0
	保険年金課（健康保険担当）、介護長寿課（介護保険担当）

	
	小計
	35
	35
	0
	

	
	合計
	311
	311
	0
	Ｈ２１退職 １４人　Ｈ２２採用 １４人


＊　職員数は、一般職に属する正規職員の数であり、休職者及び派遣職員（定数外）を含みます。
（２）職員定数との比較（平成２２年４月１日現在）
	区　分
	町長事務部局職員
	議会事務部局職員
	教育委員会事務部局職員
	教育委員会所管の教育機関等職員
	監査委員事務部局職員
	水道事業従事職員
	計
	定数外職員

	定　数
	247
	4
	34
	13
	2
	10
	310
	―

	職員数
	247
	3
	34
	8
	2
	8
	302
	9


＊　職員数は、一般職に属する正規職員の数であり、公益団体等への派遣職員を除きます。
（３）年齢別職員構成の状況（平成２２年４月１日現在）

	区分
	２０歳

未　満
	２０歳

　～

２３歳
	２４歳

　～

２７歳
	２８歳

　～

３１歳
	３２歳

　～

３５歳
	３６歳

　～

３９歳
	４０歳

　～

４３歳
	４４歳

　～

４７歳
	４８歳

　～

５１歳
	５２歳

　～

５５歳
	５６歳

　～

５９歳
	６０歳

以　上
	　計

	職員数
	0
	10
	37
	30
	35
	51
	29
	14
	25
	45
	32
	3
	311


（４）定員適正化計画数値目標

	始期
	平成１７年４月１日
	職員数
	316人

	終期


	平成２２年４月１日
	目標職員数
	311人

	
	
	到達職員数
	313人


＊　職員数は、定員管理調査に基づく職員の数です。市制準備のため、当初の予定から増員しました。
２　職員の給与の状況
（１）人件費の状況（２１年度普通会計決算）

	住民基本台帳人口

（２１年度末）
	歳出額

　　　　Ａ
	実　質

収支額
	人件費

 　　Ｂ
	人件費率

Ｂ／Ａ
	２０年度の人件費率

	　　　　　　　　人

46,216
	千円

14,516,860
	千円

188,886
	千円

2,182,476
	　　　　　％

15.0
	　　　　　　％

16.1


（２）職員給与費の状況（２１年度普通会計決算）

	職員数　

　　A
	給　　　与　　　費
	一人当たりの給与費　　Ｂ／Ａ

	
	給　　料
	職員手当
	期末・勤勉手当
	　　計　 Ｂ
	

	　　　人

285
	千円

1,060,793
	千円

197,053
	千円

396,622
	千円

1,654,468
	千円

5,805


＊　特別職、企業会計及び出向職員を除きます。（以下、給与関係決算額について同じです。）
（３）ラスパイレス指数の状況

	
	Ｈ１６
	Ｈ２１

	野々市町
	93.5
	94.6

	全国町村平均
	93.7
	94.6

	類似団体
	94.8
	96.4


＊　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を１００とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。類似団体とは、人口及び産業構造が似通った他の市町村のことです。

（４）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額（平成２１年４月１日現在）

①　一般行政職

	区分
	平均年齢
	平均給料月額
	平均給与月額

	野々市町
	41.8歳
	311,508円
	323,650円

	国
	41.5歳
	325,521円
	391,770円

	類似団体
	43.3歳
	330,544円
	365,205円


　②　技能労務職

	区分
	平均年齢
	平均給料月額
	平均給与月額

	野々市町
	52.3歳
	265,202円
	270,202円

	国
	49.2歳
	285,548円
	322,737円

	類似団体
	48.5歳
	286,749円
	304,615円


（５）職員の初任給の状況（平成２２年４月１日現在）

	区分
	大学卒
	高校卒
	中学卒

	一般行政職
	172,200円
	140,100円
	―

	技能労務職
	―
	137,200円
	129,200円


（６）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成２２年４月１日現在）

	区分
	学歴
	経験年数１０年
	経験年数１５年
	経験年数２０年

	一般行政職
	大学卒
	276,200円
	311,700円
	358,000円

	
	高校卒
	229,300円
	281,300円
	303,400円

	技能労務職
	高校卒
	182,400円
	243,300円
	該当なし

	
	中学卒
	該当なし
	該当なし
	該当なし


＊　経験年数は、入庁前の前歴を換算し、入庁後の経験年数に加算した年数です。

（７）一般行政職の級別職員数の状況（平成２２年１月１日現在）

	区分
	１級
	２級
	３級
	４級
	５級
	６級
	７級

	職務内容
	主事

技師
	主事

技師
	主査、専門員

主任保育士
	主査、専門員

主任保育士

課長補佐、副園長
	課長補佐、副園長

課参事、園長
	課参事

園長

課長
	部長

課長

	職員数（人）
	39
	27
	97
	63
	10
	29
	6

	構成比（％）
	14.4
	10.0
	35.8
	23.2
	3.7
	10.7
	2.2


＊　技能・労務職及び派遣職員を除きます。

（８）昇給期間の短縮の状況

	区分
	２１年度
	２２年度

	
	職員数

　　Ａ
	普通昇給号数（３号）を超えて昇給した職員数　　　　　　　Ｂ
	比率

Ｂ／Ａ
	職員数

　　Ａ
	普通昇給号数（４号）を超えて昇給した職員数　　　　　　　Ｂ
	比率

Ｂ／Ａ

	全職種
	292人
	33人
	11.3％
	292人
	  26 人
	8.9％


＊　勤務成績の評価等による昇給号数追加を行った職員数です。
（９）期末・勤勉手当

	野々市町
	国

	一人当たり平均支給額（２１年度）1,392千円
	―

	２１年度支給割合

期末手当　　　　勤勉手当

2.75月分　　　　1.4　月分

（1.5）月分　　　（0.7）月分
	２１年度支給割合

期末手当　　　　勤勉手当

2.75月分　　　　1.4　月分

（1.5）月分　　　（0.7）月分

	加算の状況

職制上の階段、職務の級等による加算措置

　役職加算　　５～１５％
	加算の状況

職制上の階段、職務の級等による加算措置

役職加算　　　５～２０％

　　管理職加算　１０～２５％


＊　（ ）内は、再任用職員にかかる支給割合です。
（１０）退職手当（平成２２年４月１日現在）

	野々市町
	国

	（支給率）　　　自己都合　　　勧奨・定年

勤続２０年　　23.5　 月分　　30.55　月分

勤続２５年　　33.5 　月分　　41.34　月分

勤続３５年　　47.5 　月分　　59.28　月分

最高限度額　　59.28　月分　　59.28　月分

その他の加算措置

定年前早期退職特例措置（2～20％）
	（支給率）　　　自己都合　　　勧奨・定年

勤続２０年　　23.5　 月分　　30.55　月分

勤続２５年　　33.5 　月分　　41.34　月分

勤続３５年　　47.5 　月分　　59.28　月分

最高限度額　　59.28　月分　　59.28　月分

その他の加算措置

　定年前早期退職特例措置（2～20％）


（１１）時間外勤務手当

	支給実績（２１年度決算）
	119,785千円

	職員一人当たり平均支給年額
	481千円

	支給実績（２０年度決算）
	104,676千円

	職員一人当たり平均支給年額
	427千円


（１２）特殊勤務手当

	区分
	全　職　種

	支給実績（２１年度決算）
	220千円

	支給職員一人当たり平均支給年額
	4,314円

	職員全体に占める手当支給職員の割合
	17.9％

	手当の種類（手当数）
	9種類

	主な手当
	主な支給対象職場
	主な支給対象業務
	支給単価

	税及び介護保険料徴収
	税務課、介護長寿課
	税及び介護保険料徴収
	日額　５００円

	除雪作業
	産業建設部
	除雪作業
	日額　５００円

	伝染病防疫作業
	保健センター
	伝染病発生時防疫
	日額　５００円


（１３）その他の手当

	手当名
	内容及び支給単価
	２１年度決算
	支給職員一人当たり平均支給年額

	扶養手当
	扶養親族のある職員

配偶者　13,000円

その他　各6,500円（配偶者がない場合は、うち一人について11,000円）

扶養親族たる子のうち16歳から22歳の年度に5,000円を加算
	21,765千円
	217,650円

	住居手当
	家賃１２,０００円以上支払っている職員

最高27,000円

自宅住居を新築又は購入後５年以内の職員
（平成２１年１２月１日廃止）　　　　 2,500円
	11,413千円
	228,257円

	通勤手当
	交通機関等利用者　最高　55,000円

自動車等通勤者　通勤距離(片道２km以上)により
支給　2,000円～24,500円
	7,048千円
	40,740円

	管理職手当
	管理職の地位にある職員
　　　　　　　最高　給料月額の１００分の１８
	29,945千円
	767,829円


（１４）特別職の給料、報酬等の状況（平成２１年４月１日現在）

	区分
	月　額　等

	給料
	町長

副町長
	（参考）類似団体における最高／最低

	
	
	862,000円

694,000円
	895,000／340,000

750,000／277,000

	報酬
	議長

副議長

常任委員長

議会運営委員長

議員
	386,000円

342,000円

331,000円

331,000円

326,000円
	499,000／227,000

430,000／182,000

400,000／157,000

	期末
手当


	町長、副町長
	６月1.6月　１２月1.65月　計3.25月

加算措置　給料月額に加算措置

	
	議長以下全議員
	６月1.6月　１２月1.65月　計3.25月

加算措置　報酬月額に加算措置


３　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況（平成２２年４月１日現在）

（１）勤務時間等

	本庁等

　月曜日～金曜日（休日除）

　　８時３０分～１７時１５分（うち休憩時間６０分）

	保育園

月曜日～金曜日（休日除）

　　８時３０分～１７時１５分（うち休憩時間６０分）

　土曜日

　　８時３０分～１２時３０分


（２）年次有給休暇

	一暦年につき２０日付与（２０日翌年繰越可）

（２１年一人当たり平均取得日数　１１日７時間）


（３）病気休暇

	１　２・３以外の負傷又は疾病　９０日以内の期間

２　結核性疾患（３の場合を除く）　１年の範囲以内の期間

３　公務上の負傷若しくは疾病又は通勤による負傷若しくは疾病　必要と認められる期間


（４）介護休暇

	配偶者、父母、子等の者で負傷、疾病又は老齢により日常生活に支障があるものを介護する場合　６箇月以内


（５）育児休業

	地方公務員の育児休業等に関する法律に基づき、３歳に達するまでの子を養育するため

必要な期間


（６）特別休暇

	主な休暇の種類
	内容等
	付与日数

	ボランティア休暇
	報酬を得ないで社会に貢献する場合
	一の年に5日以内

	結婚休暇
	結婚する場合
	土・日曜日等を除く7日間

	産前休暇
	出産前の申し出のあった場合
	8週間（多胎妊娠14週間）

	産後休暇
	出産した場合
	8週間

	育児時間休暇
	生後一年以内の子の保育のために必要な授乳等を行う場合
	一日2回各30分以内

	子の看護休暇
	小学校の就学前の子を看護する必要がある場合
	一の年に5日以内



	妊産婦保健指導休暇
	妊産婦で保健指導及び健康診査を受ける場合
	妊娠後の経過の週ごとに一日の勤務時間内の必要な期間

	妻の出産補助休暇
	妻の出産に伴い入院等の付き添いをする場合
	出産予定日1週間前から出産後2週間内の2日以内

	忌引休暇
	親族が死亡した場合
	続柄に応じて付与

（例）　配偶者　10日

　　　　父母　　 7日

  　　　子　　　 5日

	夏季休暇
	夏季における諸行事、心身の健康維持等を行う場合
	一の年の7月から9月までの期間内の週休日等を除く連続する3日以内


４　分限及び懲戒の状況（平成２１年度）

	処分の種類
	分限処分
	懲戒処分

	
	降任
	免職
	休職
	免職
	停職
	減給
	戒告

	処分者数
	0人
	0人
	2人
	0人
	0人
	0人
	0人


５　服務の状況（平成２１年度）

	服務に専念する義務の特例に関する条例に規定する事項以外は職務に専念し、また、野々市町職員倫理条例に規定する禁止行為を行ってはいけないことになっております。

　平成２１年度において職務の専念を怠り、又は、禁止行為を行った職員はおりません。

（職務専念の免除）　研修を受ける場合等

（禁止行為）　　　　利害関係者から、金銭を受取ること、供応接待を受けること等


６　研修及び勤務成績の評定の状況（平成２１年度）

（１）研修

	①自主研修

　　新規採用職員研修　　　　　　　　　　　　　１３名受講

②委託研修

　　階層別研修、行政実務研修等　　１５研修　　６５名受講

③研修計画

　　業務別専門研修　　　　　　　　１４研修　１２４名受講


（２）勤務評定

	野々市町勤務評定要領に基づき勤務成績を評定

一般的目的　１ 公正かつ公平な人事管理の実現　　２ 人材の育成　　３ 組織の活性化

使途目的　　１ 公正公平な処遇　　　　　　　　　２ 能力の開発　　３ 能力の発揮・活用


７　福利及び利益の保護の状況（平成２１年度）

（１）　野々市町
　　①職員の健康管理

　　　・職員健康診断　受診者　４８６人（正規職員281人・嘱託臨時職員205人）

　　　・産業医健康相談　年１回（２日間）　 相談者１０人

　　　・特定保健指導　対象者　２６人

　　②補助事業

　　　　野々市町職員互助会（使途は人間ドック受診助成に限定）
　　　　　当初１，０００，０００円（決算額　４１５，８６２円　残額は返還済）
（２）　野々市町職員互助会
　　①設置目的　会員の互助、親睦及び健康の保持・増進を図ることを目的とする。
　　②会員数　　３１３人（平成２１年４月１日）

　　③事業内容

　　　・給付事業　祝金、見舞金（結婚、出生、傷病ほか）

　　　・福祉事業　助成金（予防接種、人間ドック受診、セミナー参加、研修）

　　　・貸付事業　貸付金　限度額５０万円
　　④平成２１年度決算
　　　　収入　４，２２７，４１４円（掛金、団体生命保険加入手数料、町補助金）
　　　　支出　３，８９３，９９２円
　　⑤平成２２年度予算
　　　　収入（支出）　４，８５４，０００円（うち町補助金１，０００，０００円）

（３）　石川県市町村職員共済組合
　　①短期給付事業　健康保険（傷病、出産などに対する給付事業）

　　②長期給付事業　年金（退職）、一時金（障害、死亡）

　　③福祉事業　　　組合員とその家族の健康保持増進のための事業

　　　　　　　　　　保養施設の運営

　　　　　　　　　　臨時の支出に対する貸付け事業など

　　④事業費用　　　組合が定める率による職員の掛金と公費負担金
８　公平委員会の報告事項（平成２１年度）

　①　勤務条件に関する措置の要求の状況　　　　０件

　②　不利益処分についての不服申立ての状況　　０件

　③　苦情の状況　　　　　　　　　　　　　　　０件

